
 
 

「改 善 計 画」 の 骨 子 到達点の概要 今後の課題 
Ⅰ．担い手への対応強化 
 
「担い手対策」の実施（１９年度以降５年間で累
計２４０億円、うち価格対策分は概ね１２０～１
６０億円（現行：年間１０億円規模）を設定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ．担い手への対応強化 
 
１．「ＪＡ全農新生プラン農業担い手支援基本要領」にもとづく担い手対策の実施 
（１）１９年度実施目標：総額３２億円（うち価格対策：１４億円） 
（２）上記（１）のうち価格対策に関する主な施策の進捗状況（9月末累計）は次のとおり 
  

担い手支援対策 
（価格対策分） 

Ａ：19年度末目標 
（年間） 

Ｂ：9月末実績 
（累計） 

Ｃ：前回報告時（6月末） 
からの推移 

①アラジン・BB肥料等満車直行 ５０，０００㌧ ６，８００㌧ ＋１，５００㌧ 

②農薬大型規格 ４０品目
３００百万円

４０品目
２９百万円

達成済み 
＋７百万円 

③リース導入支援  ・農業機械 
・園芸施設 

２００件
２７件

２４９件
５件

＋２０５件 
＋４件 

④輸入農機（韓国製トラクター） １７０台 輸入６台／実販５台 実販＋３台 
⑤ＪＡグループ独自型式農機 
・ 多条刈コンバイン（19/3上市） 
 
・ スピードスプレーヤ（19/6上市）

１００台
 

受注１２０台
出荷１１０台

―  

 
受注＋１７台 
 出荷＋８４台 

―   
 
※ ①アラジン：肥料原料（リン酸・加里）に恵まれた立地条件にあるヨルダン国の肥料工場において、日本の技術を 

  導入して製造した安価（同一国産銘柄（高度化成）対比▲25％）で良品質な肥料 
②ＢＢ肥料：地域に適した成分・銘柄の肥料を個別地域で製造することにより、効率的な施肥を実現する低コスト 
     肥料（同一化成銘柄（高度複合肥料）対比▲10～▲15％） 
③農薬大型規格：大面積で使用することを前提にした企画したスケールメリット（大容量）商品（基準規格品対比

▲3～▲54％） 
④多条刈コンバイン：メーカーへの開 により、高性能（エンジン出力67馬力，脱穀能力，湿田走行性、耐久

性等）を備えつつ な機能に絞り込んで低コストを実現した農機（19 年 3 月上市、従来の
同クラスの実勢市 対比▲20％） 

⑤スピードスプレーヤ：メーカーへの 請により、大規模果樹栽培の農薬散布に対する担い手ニーズへの対応
を狙いとし、コス ンをはかりながら走行・操作性を向上した高性能・高品質のスピードス
プレーヤ（薬液タ 量1,000L、46馬力エンジンの小型四輪車、従来の同クラス対比▲20％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ．担い手への対応強化 
 
１． （ＪＡと一体化した）担い手農家に対する実践
的な活動の強化 

（１）「担い手対応支援システム」を活用した個別
事業提案やクレーム対応等の訪問活動をつう
じた担い手農家との取引拡大（担い手の登録の
拡大：２１年度末目標：１５万件） 

（２）優良実践事例の積み上げおよび情報発信をつ
うじた担い手担当者の活動水準の向上（高位平
準化） 

（３）定期的な活動状況の把握と効果検証（全中と
連携した、生産現場レベルでの進捗状況・課題
の把握（①全ＪＡ調査、②定点観測ＪＡ調査、
③担い手アンケート等）） 

 
２． 対策の実施が担い手に確実に認識され、評価さ
れることの検証とその結果をふまえた内容の
見直し 

 
３．「農薬の大型規格」について、さらに１０品目
程度の拡大に向けた検討促進（２０農薬年度から
実施予定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全農改革の進捗状況について（１９年９月末定期報告）<要旨>                    全国農業協同組合連合会 

（18/7～19/9末 実績 ２１千㌧）×（通常価格比▲１０～１５％） 

（18/12～19/9末 ４０品目）×（基準規格価格比▲３～５４％） 

×（国産同クラス機市場実勢価格比▲２０％） 
独自型式農機（多条刈コン   １７６百万円 （19/3～19/9末実販累計 １１０台） 

×（国産同クラス機市場実勢価格比▲３０％） 
輸入農機  ２１百万円 （18 19/9末実販累計 １７台） 

（18/9～19/9末累計   ５件） 園芸施設  万円 

（18/9～19/9末累計 ３０３件） 農業機械  万円 

【コスト削減効果（１８年度 開始以降）】 

☆ リース導入支援 ： 

☆ 低コスト農機の取扱拡大 ： 

☆ 農薬大型規格 ： ７７百万円 

☆ 肥料満車直行 ： ５１百万円 
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「改 善 計 画」 の 骨 子 到達点の概要 今後の課題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

Ⅱ．生産者・組合員の手取り最大化  
 
１．流通コストの削減（米穀・園芸販売・畜産販売） 
（１）米穀の流通コストの削減（２０年産までに現
行３，０００円/60kg程度を２，０００円/60kg
以内に） 

（２）市場連動型運賃とその決定の透明性を確保す
る しくみ導入による農産物物流コストの削減
（１８年度から） 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．手数料の見直し（米穀・園芸販売） 
（１）ＪＡごとの米穀手数料設定基準の全国一本化
と平均水準の１０％削減等の実施（１９年産か
ら） 

（２）ＪＡと県本部における園芸販売手数料（現行
水準：ＪＡ２％、県本部１％）の販売機能に応
じた見直し（１９年度より実施） 

 
 
 
３．全国本部の園芸、食肉の直販事業の会社化をつ
うじた事業競争力の確保（人件費を業界並み水準
とすることで販売管理費を各々４億円削減）およ
び販売量の拡大（園芸：１，６００億円、食肉：
２，２７０億円） 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．担い手に出向く営農指導体制の整備、「担い手対応支援システム」の導入等をつうじた総合的な支援
体制の構築（9/末段階） 
 

 19年9月末実績 19年6月末実績 
前回報告時（6月末）
からの推移 

担い手対応部署設置※１    

ＪＡ数 ２９２ＪＡ ２５８ＪＡ ＋３４ 

担当者数 １，４２２名 １，２８７名 ＋１３５ 

担い手対応支援システム※２導入   

ＪＡ数 ３５９ ２８５ ＋７４ 

登録担い手数（件） 
（うち県本部管内） 

１１４，６０１ 
（１０１，６６８）

９８，４３６ 
（８５，５３５）

＋１６，１６５ 
（＋１６，１３３）

※１ 担い手対応部署設置数は、県本部管内の合計。 
※２ 担い手対応支援システム：ＪＡの担い手対応担当者が個々の担い手を訪問した結果や担い手の情報を蓄積する

ことで、プロセス管理による活動の効率化と、担い手の要望などの情報をＪＡグループ内で共有化し、事業に
反映するためのシステム 

 

Ⅱ．生産者・組合員の手取り最大化  
 
１．流通コストの削減（米穀・園芸販売・畜産販売） 
（１）米穀における流通コストの削減 

（１８年産に引き続き）１９年産についても米県域共同計算経費上限目標値の設定に向け、取り組
みを実施中（遅くても本年１２月末までにＪＡ・生産者に公表・開示） 

（２）市場連動型運賃とその決定の透明性の確保による物流コストの一層の削減 
〔米穀事業〕 
   １８年産における試行実施を含めた取組結果等をふまえ、１９年産米における運賃削減のとり 
くみとして、「『見積り合せ』による市場連動型運賃決定方式（実施対象：県間トラック輸送について
年間５，０００㌧超実施の県本部）」の導入に着手 
〔園芸販売事業、畜産販売事業〕 
１８年１２月設定の「ルール化（骨子：次のとおり）」にもとづき一層の削減に向け継続実施 
①相見積りや運賃水準の実勢調査等をつうじた業者選定および運賃水準決定の徹底 
②ＪＡ（生産農家）に対する情報開示の徹底 
③（本所による）効果測定・検証および県本部への指導の実施 
 

２．手数料の見直し（米穀・園芸販売） 
（１）米穀における手数料の削減 
   ＪＡごとの米穀手数料設定基準の全国一本化と定額化などをつうじた平均水準▲１０％削減 
（１６年産実績対比）について、１９年産から実施済み 

（２）園芸販売における手数料の見直し（19/9末段階、高知は園芸連扱いのため除外）：前期と同じ 
  ①機能別手数料を導入済み：１３県本部 
②見直し案を策定のうえ協議中：１１県本部 
③導入検討中：７県本部 
④当面現行手数料を踏襲：４県本部 

 
３．全国本部直販事業（園芸および食肉）の会社化をつうじた事業競争力の確保 
（１）１９年度取扱高（19/8末累計）： 
  ア．ＪＡ全農青果センター㈱ ６１３億円 

（計画比（19/8末累計） ９５．６％・前年同期比  １０２．７％） 
  イ．ＪＡ全農ミートフーズ㈱ ９１９億円 

（計画比（   同上  ）１０１．０％・前年同期比  １０１．８％） 
（２）コスト削減（販売管理費ベースで前年同期との比較）： 
  ア．ＪＡ全農青果センター㈱ ▲ ２．１億円 
  イ．ＪＡ全農ミートフーズ㈱ ▲ ２．４億円 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ．生産者・組合員の手取り最大化  
 
１．流通コストの削減 
（１）米穀流通コストの「２０年産までに２，００
０円/60kg以内」に向けた継続的削減の実施 

（２）市場連動型運賃とその決定の透明性の確保に
よる物流コストの一層の削減 

  ア．米穀事業 
   １９年産における「見積り合せ方式」の徹底
イ． 園芸販売・畜産販売 

   「ルール化」の徹底と定期的な検証実施 
 
 
 
 
 
 
２．手数料の見直し 
園芸販売における機能別手数料体系の導入促
進 
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「改 善 計 画」 の 骨 子 到達点の概要 今後の課題 
４．国産農畜産物の輸出への取り組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ．生産者・組合員に信頼される価格の確立 
 
１．肥料農薬、生産資材の手数料引き下げ等の実施 
（１）手数料引き下げ（１６年度手数料２９０億円
を基準として） 
①１８年度１８億円削減 
②１９年度累計２７億円削減 
③２０年度以降累計３６億円削減） 

 
（２）全国・県本部における手数料の一本化（１９
年度から） 

 
 
 
 
 
 
 
 
２．「生産資材コスト低減チャレンジプラン」の実践
をつうじた課題別目標の着実な実現（①安価な資
材・農機の提供、②担い手対応・弾力的価格対応、
③物流の合理化） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．国産農畜産物の輸出への取り組み 
（１）日本産米の中国輸出： 

ア．第１便分２４㌧（新潟産コシヒカリ・宮城産ひとめぼれ）について、中国国内では７月２６日
より販売開始～９月２０日完売（販売価格：２，９７０円/2kg・２，８２０円/2kg） 
 ※中国産米の現地店頭価格水準：32～160円/1kg程度 
イ．第２便に向けた取り組みを実施中（日中政府間協議8/上開始） 

（２）ＪＡ-ＲＩＣＥ等の日本産米の輸出： 
ア．香港３６㌧、シンガポール２２㌧、台湾７７㌧で前年同期比１５０％と好調に推移 
イ．新規輸出先として、ロシアにおいて０．６㌧（新潟産コシヒカリ・秋田産あきたこまち）を販売開 
始予定（11月モスクワ） 

（３）和牛の輸出拡大： 
ア．香港７．０㌧（19/5解禁）、カナダ０．４㌧（19/6解禁）への輸出を開始。米国（17/12解禁）への
４２．３㌧（前年同期:13㌧)を含め、拡大基調で推移 
 

Ⅲ．生産者・組合員に信頼される価格の確立 
 
１．肥料農薬、生産資材（米麦用紙袋・段ボール箱・農機）の手数料引き下げ等 
（１）手数料引き下げ 
   １９年度は１６年度比２７億円削減に向けて取り組み実施中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）全国・県本部における手数料の一本化：１９年４月より実施済み【完了】 
 
 
２．「生産資材コスト低減チャレンジプラン」の実践 
主要取組事項における１９年度進捗状況は次のとおり 

単位：％、実数 

要取組事項 
最終 
到達目標

19年度
目標Ａ

19年度 
実績Ｂ 
(9/末 
累計) 

計画 
進度率 
Ｂ／Ａ 

コスト 
低減効果 
（％） 

成に占める普及率 ４３ ４０ ３９ ― ２５ 

②ＢＢ肥料の高度複合肥料に占める普及率 ２８ ２７ ２６ ― １０～１５ 

③農薬大型規格品（品目数） ４０ ４０ ４０ １００．０ ３～５４ 

④段ボールの茶色箱化（導入率） ６０ ５８ ６６ ― ５～７ 

⑤低コスト耐候性ハウス（導入数） ３０４ ２１５ １８６ ８６．５ ３０ 

⑥低コスト支援の農機（ＨＥＬＰ農機）導入率 ７２ ６８ ６３ ― １０～２０ 

⑦生産資材の広域配送拠点実施ＪＡ（ＪＡ数） ２３０ １７０ １４１ ８２．９ ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４． 国産農畜産物の輸出への取り組み 
（１）中国向け第２便日本産米の取組促進 
（２）米以外の国産農畜産物の輸出促進に関する課
題の整理、具体的なすすめ方の検討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ．生産者・組合員に信頼される価格の確立 
 
手数料引き下げおよび「生産資材コスト低減チ
ャレンジプラン」にもとづく重点施策の計画的な
実施と事業効果の検証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

 - 3 -

手数料引下額 
☆ 肥料（18/ 7-19/3）      ：５０３百万円 
☆ 農薬（18/12-19/3）      ：５３９百万円 
☆ 米麦用紙袋（18/4-19/3）  ：  ６３百万円 
☆ 段ボール箱（18/4-19/3）   ：４１０百万円 
☆ 農業機械（18/4-19/3）     ：２０７百万円 

【コスト削減効果（１８年度：総額１７．２億円）】

☆ ＢＢ肥料の普及拡大 ： ２３億円 
（１，２００万袋（２３９千㌧）×（同一化成銘柄対比▲１０～▲１５％） 

【コスト削減効果（１８年度）】 
☆ アラジンの普及拡大 ： ２１億円 
（５１０万袋（１０２千㌧））×（同一国産銘柄対比▲２５％）- 
主

①アラジンの高度化



「改 善 計 画」 の 骨 子 到達点の概要 今後の課題 
Ⅳ．ＪＡ経済事業収支確立への支援 
１． ＪＡグループをつうじた物流コストの削減 
（２０年度累計１６０億円削減） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．ＪＡ・県域の事業運営一体化による効率化をつ
うじた農業機械事業の収支改善（２０年度累計 
１７県に拡大） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
３．ＪＡのＡコープ店舗の県域会社への移管および
県域会社の広域会社への再編（２０年度までに全
農子会社１１社体制に） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ．ＪＡ経済事業収支確立への支援 
１．ＪＡグループをつうじた物流コストの削減 
 

 19年度末目標 
（改善計画） 

19年9月末 
実績 

19年6月末 
実績 

前回報告時（6月末）
からの推移 

広域物流参加ＪＡ数 １７０ １４１ １３４ ＋７ 

広域物流拠点数 １２０ ９７ ９４ ＋３ 
 
 
 
 
 
 

 
２．ＪＡ・県域による運営一体化をつうじた農業機械事業の収支改善 
 

 
19年度末目標 
（改善計画） 

19年9月末実績 18年度末実績 

運営一体化実施県域数 １６ １１ ９ 

実施県域名 ― 滋賀、鹿児島 
岩手、栃木、東京、
長野、兵庫、島根、
岡山、広島、山口 

 
 
 
 
 

 
３．Ａコープ店舗の会社移管（広域・県域での各一体化会社の組成） 
 

 
19年度末目標 
（改善計画） 

19年9月末実績 

広域会社数（傘下店舗数） ４（１６３） ４（１５４） 

地域名 関東、近畿、中国、北部九州 関東、近畿、中国、北部九州 

県域会社数（傘下店舗数） ８（１２９） ９（１１４） 

県域名 
岩手、宮城、庄内、福島、 
富山、石川、三重、愛媛 

岩手、宮城、庄内、福島、 
富山、石川、三重、京都、愛媛 

 
 
４．「全国Ａコープ協同機構」の機能発揮をつうじた全国規模での商品力・運営力の強化（本格稼動19/4） 

（１）商品の共同仕入れ：Ａコープマーク品の価格引下げ（9/末 累計１７百万円）ほか 

（２）国産品を最優先した商品開発と販売（9/末実績 １５アイテム：味付け肉ほか） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ．ＪＡ経済事業収支確立への支援 
１．広域物流参加ＪＡの継続的拡大に向けた推進強
化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．運営一体化をつうじた農業機械事業の収支改善
農機事業の運営一体化実施県域の継続的拡大
に向けた推進強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収支改善額（改善実現ＪＡ） ： １ＪＡあたり 平均１０百万円

【農機県域一体運営による収支改善効果（１８年度）】

【全国Ａコープ協同機構とは･･･】 

○全国規模での商品力・運営力の強化をはかり、具体的な協同メリットの創出（共同仕入れや店

舗運営コストの引き下げ等）による競争力強化をすすめる目的で、従来の「全国Ａコープチェ

ーン」を解散（19/3末）し、新たな活動組織として構築した。 
 
○構成は、一体化した県本部・会社に限定することとし、全国Ａコープチェーンに比べ参加資格を
厳格化した⇒１県域（長野）・１２県域会社・４広域会社（事務局：全農生活部） 

9/末累積（１４１ＪＡ）で、概ね１１０億円強の物流コスト削減 
（広域物流参加ＪＡ ： 平均８０百万円（参加前物流コスト比較 ▲３．８％）） 

【コスト削減効果】 
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「改 善 計 画」 の 骨 子 到達点の概要 今後の課題 
Ⅴ．本会グループ経営の一層の合理化 
  
１．要員削減 
（１）全農グループ職員２５千人体制の２０千人体
制への削減（５年間） 

（２）子会社要員削減の具体化に向けた取り組み 
①全子会社への早期退職制度導入 
②新規正社員の採用抑制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．総人件費の抑制 
総人件費抑制を前提とした 統一 

 
 

Ⅵ．子会社の管理態勢の強化お
 
１．子会社管理態勢の抜本的改
現行方式「全国本部、県本
式「事業を括りとした 業種
による管理強化（１８年度か
 
 
 
２．子会社再編の実施 
（１）現行２０３社の９８～１
（２０年度まで） 

（２）物流関係子会社の全国ベ
じた全国域運送会社１社化

 
 
 

Ⅴ．本会グループ経営の一層の合理化 
 
１．要員削減 
（１）全農本体 
  ア．１９年３月末実績 ：１０，３８２名（前年同期対比▲７１５名） 
  イ．２０年３月末見通し： ９，９４９名（同上▲４３３名） 
  ウ．２０年度については、単年度事業計画策定に中で要員計画を検討中（20/4 からの事業を軸とし

た「新たな事業体制・経営管理」への移行に向け、本部別・事業部別の積み上げをはかる） 
  エ．２２年度（「改善計画」における要員削減の最終年度）までの設定については、２０年度事業計

画に併行した策定を実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）子会社 
 
 
 
 
 
 
 
 
早期退職制度導入(19/9末時点)：対象１５４社（9/末会社数）中１０５社（導入率６８％） 

 
２．総人件費の抑制（賃金水準調整） 
対応案および水準調整に伴う移行財源の抑制等の検討をすすめ、実施に向けた全会統一対応方針を 
整備のうえ、１９年９月中旬に全本部一斉の労使協議に着手済み（本部ごとに実施） 
 

Ⅴ．本会グループ経営の一層の合理化 
１．２２年度末全農グループ職員２０千人体制 
（２０，２６１名）の確実な実現 
（１）全農本体 

２０年４月からの｢事業を軸とした『新たな
事業体制・経営管理』」の実施に向けた２０年
度事業計画の一環として、「事業部別・本部別
要員計画」の策定（12/末完了予定） 

（２）子会社 
ア．全農本体の要員計画との整合性をふまえ、
「子会社別要員計画」を策定のうえ、年２回
（９月末・３月末）の進捗管理を実施 

  イ．早期退職制度導入促進の継続実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
２．賃金水準調整に関する新制度への確実な移行の
実現（２０年４月までに全本部実施を目標） 
 
 
 

▲４３３ ▲７１５ ▲５７０ ▲２２０ 

９，９４９ １０，３８２ １１，０９７ １１，６６７ 

前年比較 

要員数 

（見通し）
20年度末 

18年度末実績 17年度末実績 16年度末実績

【全農本体における要員の推移】

18/3末との比較 

22年度末
（検討目標値）
１１，６４２

▲２，３８８ ▲５９６

１３，４３４

前年比較 

要員数 

18年度末実績 17年度末実績

１４，０３０

―

【子会社における要員の推移】

 

賃金
よび再編合理化 

」の新方
への変更
施） 

Ⅵ．子会社の管理態勢の強化および再編合理化 
 
１．子会社管理態勢の抜本的改革 
新たな管理方式（事業を括りとした業種ごと）への１９年度中の移行に向け、事業実態や事業上の合
理性の観点から、県本部子会社を対象として、次の区分での設定について、個別管理部門となる本所
事業部、県本部と協議・調整中 
Ⅰ類：１９年度から事業部門が管理責任部門となる業種（含む複合会社） 

Ⅵ．子会社の管理態勢の強化および再編合理化
 
１．新たな子会社管理方式 
２０年度からの「新たな事業体制・経営管理」
の実施に向けた１９年度中における確実な移行 
 
 

革 
部個
ごとの
ら段
再編 

編をつう

Ⅱ類：引き続き県本部が管理責任部門となる業種 
 

２．子会社再編の実施 
（１）子会社再編の実施 
「子会社別再編方針および時期の確定内容（１８年１２月末確認）」にもとづく取り組みの結果、 
１９年９月末時点では、①再編実績：累計４９社（6/末段階：４３社）、②子会社数：１５４社（対
象２０３社－再編実績４９社）、③２１年度末再編見込会社数：１１４社 

 
 
２．子会社再編の実施 
（１）「子会社別の再編方針および時期の確定内容」
に沿った確実な再編の実行および前倒し実施
の促進 

（２）物流新会社組成事務局を推進母体とした全国
１７

ース
の実
 19年9月末
実績 Ａ 

19年6月末
実績 Ｂ 

進 捗Ｃ 
（Ａ-Ｂ）

①会社数 １５４ １６０ ▲６ 

②２１年３月末までの再編見込数 ４０  ４５ ▲５ 
③２１年３月末見込会社数 １１４ １１５ ▲１ 
「改善計画」（18/12）で設定した２１年３月末会社数 ９８～１１７ 

１会社化の着実な促進 
 
 

  改善計画策定時点以降、本体事業の外部化などで創設した新子会社は次の４社 
  ＪＡ全農ミートフーズ㈱・ＪＡ全農青果センター㈱・ＪＡえひめオートサービス㈱・ＪＡえひめエネルギー㈱ 

 
（２）物流子会社の全国１会社化 

２０年度末までの全国1社化に向け、１９年２月に「物流新会社組成事務局（構成：合併対象県本
部・くみあい運輸㈱・㈱エーコープライン・本所）」を設置し、新会社の設立準備を継続実施 
体系
別管
管理
階的
社へ

での
施 
の

理
」
実

の

再
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